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1. はじめに 

 

(1) 公共交通を取りまく現状 

 郊外部の住宅開発の進展に伴う市街地の拡散

や自動車保有率の上昇、道路整備の進展などに伴

い、モータリゼーションが進展し、地方都市にお

ける公共交通は、利用客の減少から運行便数の減

少、利便性の低下、サービス水準の低下、そして

路線廃止、更なる利用客の減少といった風に負の

スパイラルに陥っている。 

 公共交通は超高齢化社会の進展や環境問題へ

の対応などの観点から、今後も必要不可欠な都市

基盤であり、活性化・再生の必要が高いと考えら

れる。 

 

(2) 公共交通の活性化・再生の取り組み状況 

弊社が関わっている都市における公共交通活

性化への取り組み状況について、以下に整理する。 

①黒部市の取り組み 

 黒部市では、平成 20 年度より、市内の現況把

握や、既存公共交通網の問題点・課題の整理、今 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 コミュニティ交通ルート・ダイヤ案 

後の取り組み方針の検討を進めてきた。 

 平成 22 年度には、国の支援事業である「地域

公共交通活性化・再生総合事業」の認定を受け、

地域公共交通総合連携計画を策定する予定であ

る。また計画策定と合わせて公共交通不便地域で

のコミュニティ交通のテスト運行を計画してい

る。弊社では、これまでに現況調査やルート・ダ

イヤや収支予測などについての検討補助を行っ

ている。 

 

②富山市の取り組み 

 富山市では、公共交通を軸としたコンパクトな

まちづくりを進めており、交通活性化事例として

かなり有名になっている。富山ライトレールによ

るＪＲ富山港線ＬＲＴ化事業に始まり、ＪＲ高山

本線活性化社会実験（高頻度運行、新駅整備、Ｐ

＆Ｒ駐車場整備等）、市内電車環状線化事業など

を推し進め、公共交通の利便性が飛躍的に向上し

た。 

 弊社では、ＪＲ高山本線活性化社会実験の一環

で、新設された婦中鵜坂駅の近隣事業所従業員に

対して、ＪＲ高山本線利用を働きかける事業を手

がけた。その中では、アンケート調査を通じた利 

 

 

 

 

 

 
 

図-2 富山ライトレール 

浦山方面行き フィーダー便① フィーダー便② １便 ３便

愛本新下区公民館 6:46 7:16 10:03 13:09

愛本新中区公民館 6:48 7:18 10:05 13:11

愛本新上区公民館 6:50 7:20 10:07 13:13

旧ＪＡ愛本支所 6:51 7:21 10:08 13:14

明日コミニケ 6:53 7:23 10:10 13:16

中谷口 6:53 7:23 10:10 13:16

中ノ口公民館口 6:55 7:25 10:12 13:18

宇奈月庁舎 ↓ ↓ 10:15 13:21

愛本駅 着 6:58 7:28 10:16 13:22 愛

発 10:16 13:22

宇奈月庁舎 10:17 13:23

愛本姫社 10:19 13:25

下立公民館 10:22 13:28

下立第五区集会所 10:24 13:30

中央公民館 10:25 13:31

石坂医院 10:26 13:32

浦山公民館 10:28 13:34

市営住宅 10:29 13:35

イラッセ 10:31 13:37

地鉄愛本駅 上り 7:03 7:33 10:21 13:27

愛本方面行き ２便 ４便 フィーダー便③ フィーダー便④

イラッセ 11:11 14:38

市営住宅 11:13 14:40

浦山公民館 11:14 14:41

石坂医院 11:16 14:43

中央公民館 11:17 14:44

下立第５区集会所 11:18 14:45

下立公民館 11:20 14:47

愛本姫社 11:23 14:50

宇奈月庁舎 11:25 14:52

愛本駅 着 11:26 14:53

発 11:26 14:53 18:13 18:58 地

宇奈月庁舎 11:27 14:54 18:14 18:59

中ノ口公民館口 11:30 14:57 18:17 19:02

中谷口 11:32 14:59 18:19 19:04

明日コミニケ 11:32 14:59 18:19 19:04

旧ＪＡ愛本支所 11:34 15:01 18:21 19:06

愛本新上区公民館 11:35 15:02 18:22 19:07

愛本新中区公民館 11:37 15:04 18:24 19:09

愛本新下区公民館 11:39 15:06 18:26 19:11

地鉄愛本駅 下り 11:24 14:51 18:11 18:56
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用状況・利用意向の把握を行うとともに、ニュー

ズレターの作成・配布などによる利用促進に取り

組んだ。 

 

 

 

 

 

 

図-3 ＪＲ高山本線活性化社会実験（婦中鵜坂駅） 

 

2. 地方都市における公共交通の問題点 

 

 これまで弊社が携わってきたなかで感じられ

た、地方都市における公共交通が抱える問題点と

して、以下の３点が挙げられる。 

① 公共交通サービス水準の低下 

 地方都市の公共交通においては、利用客減少に

伴う路線の廃止や運行便数の減少などにより、交

通不便地域が発生している。公共交通の利便性が

向上しないと、利便性の高い自動車利用からの転

換は難しいと考えられる。 

② 不十分な取り組み体制 

 公共交通の活性化・再生の取り組みにおいては、

交通事業者まかせ、市町村まかせの面が大きいの

が現状である。 

③ 過度な自動車依存のライフスタイル 

 自動車の利便性の高さゆえに、特に地方都市に

おいては、過度な自動車依存のライフスタイルと

なっており、公共交通の利用度が低くなっている。 

 

3. 問題点に対する対応策 

 

(1) サービス水準の向上対策 

自動車利用から公共交通利用への転換を図れ

るように、バスや電車の運行便数の増加やコミュ

ニティ交通の導入などサービス水準の向上を図

ることが必要であると考えられる。 

 また更なる利便性の向上方策として、ＩＣカー

ドの導入が考えられ、公共交通利用だけでなく、

地域の買い物等にも利用できるツールとして、活

用していくことが有効であると考えられる。 

(2) 協働体制の確立等 

公共交通の活性化においては、利用者も含めた

公共交通に関係する人々が協働して取り組んで

いくことが必要であると考えられる。公共交通の

活性化は地域の問題として捉えて、様々な関係者

の協働を図るべく体制の確立を図っていくこと

が重要と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 公共交通活性化の総合的な取り組みイメージ１） 

 

(3) 利用者意識の向上対策 

公共交通の利便性を向上させるだけでなく、利

用促進に向けた働きかけも必要と考えられる。社

会的に有益な公共交通利用へと行動変容を導い

ていく一つの手法である「モビリティ・マネジメ

ント」（住民一人ひとりや一つ一つの職場組織等

に働きかけ、自発的な行動の転換を促すコミュニ

ケーション施策２））に取り組むなどの対策が必要

であると考えられる。 

 

4. まとめ 

 

 ここまで３つの問題点に対する対応策につい

て述べてきたが、すべてを同時に取り組むことは

費用面等から困難であり、地域特性や社会情勢等

を踏まえて、手法を取捨選択しつつ、継続的に活

性化に取り組んでいくことが必要であると考え

る。 
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